希望退職実施要領（詳細）

第1条（趣旨）

　○○株式会社（以下「会社」という）は、長期におよぶ経営難を打開するため、「事業の再構築」の実施を決定した。希望退職は、その一環として施行するものである。

第2条（募集人員）

　募集人員は、おおむね○○名とする。ただし、対象者は会社における資格等級制度で5等級以上の従業員（以下「社員」という）のみとする。

第3条（募集期間）

　募集期間は、平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日までとする。

2．募集期間中に応募者数が募集人員数に達した場合には、その日をもって募集を締め切るものとする。ただし、締切日の消印で郵送されたものは、当該締切日に受け付けたものとする。

第4条（応募手続き）

　希望者は「希望退職申請書（様式1）」に必要事項を記入のうえ、所定の封筒により管理統括取締役宛に郵送するものとする。

２．申請書は、募集期間内に管理統括取締役へ着信した日を受付日とする。

３．会社は、希望退職を受理する者（以下「退職者」という）に対し、受理通知書（様式2）を平成○○年○○月○○日までに発送し、通知することとする。

第5条（退職日）

　退職日は平成○○年○○月○○日とする。

第6条（退職割増金）

　会社は退職者に対して、退職関連規定（社員退職年金規定および退職一時金規定）の会社都合で支払われる金額に加えて、次の退職割増金を支給する。

　　　退職割増金 ＝ 基本割増金（①） ＋ 定額割増金（②）      　　

　　　① ＝ 基本割増金基準金額（①’） × 割増月数（10ヶ月）

　　　　 　①’ ＝ 退職日における（固定給 ＋ 職位手当 ＋ 役付手当 ＋ 扶養手当）

　　　② ＝ 社員一律300万円

第7条（再就職支援）

　他社への再就職を希望するものに対し、会社が指定する再就職支援会社を紹介し、再就職支援に伴い当該支援会社に支払われる費用（カウンセリング、教育等の費用）を会社が負担する。

第8条（社宅入居者の取り扱い）

　退職者が社宅に入居している場合、退職日より1ヶ月以内に退去しなければならない。なお、独身社宅規定第○○条に該当する者には、退去一時金を規定どおり支給する。

２．社宅を退去し赴任元に戻る退職者に対して、戻る際の旅費および引越代の実費と社宅退去後に宿舎を契約する際の諸経費（不動産仲介手数料、礼金等会社が認めたもの）を会社が負担する。また、赴任規定に定める子息の再入園料および再入学料についても会社が負担する。

第9条（社員貸付金未返済者の取り扱い）

　退職する社員が社員貸付金の返済を完了していない場合、退職時に未弁済金（利息を含む）を会社に一括返済しなければならない。なお、一括返済できない場合には、会社は本規定第6条に定める退職年金、退職一時金および退職割増金から、未弁済金を控除できるものとする。

第10条（住宅資金利子受給者の取り扱い）

　退職する社員が住宅資金利子補給規定による利子補給を受けている場合、平成○○年以降の利子補給については会社はこれを補給しない。

第11条（他規定との関係）

　希望退職者に関する事項については、就業規則その他の会社内規定の定めにかかわらず、本規定を優先するものとする。

２．本規定に定めのない事項については、就業規則その他の会社内規定による。

付　　則

１．本規定の有効期間は、平成○○年○○月○○日より平成○○年○○月○○日までとする。

